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【14 時 00 分－14 時 05 分】  

開会開会開会開会・・・・主催挨拶主催挨拶主催挨拶主催挨拶    
わたしたち生活者のための「共通番号」推進協議会 代表 北川 正恭 

 
【14 時 05 分－14 時 10 分】  

菅直人内閣総理大臣菅直人内閣総理大臣菅直人内閣総理大臣菅直人内閣総理大臣ごごごご挨拶挨拶挨拶挨拶    
 
【14 時 10 分－14 時 30 分】  

協議会協議会協議会協議会「「「「発足趣旨発足趣旨発足趣旨発足趣旨」」」」発表発表発表発表                
わたしたち生活者のための「共通番号」推進協議会 主査 須藤  修 

 
【14 時 30 分－16 時 50 分】  

キックオフキックオフキックオフキックオフ討論討論討論討論「「「「生活者生活者生活者生活者のためののためののためののための共通番号制共通番号制共通番号制共通番号制度度度度実現実現実現実現にににに向向向向けてけてけてけて」」」」 
   ＜登壇者登壇者登壇者登壇者＞＞＞＞    

   （（（（政府政府政府政府・・・・政政政政党党党党））））    玄葉光一郎 国家戦略担当･内閣府特命担当大臣(新しい公共)、民主党政調会長 
峰崎 直樹 内閣官房参与、政府・与党社会保障改革検討本部事務局長 

           石破  茂 自民党政調会長 
           井上 義久 公明党幹事長 
           浅尾慶一郎 みんなの党政調会長 

（（（（協議会幹事協議会幹事協議会幹事協議会幹事））））    相澤弥一郎  日本青年会議所会頭 
秋草  直之  日本生産性本部副会長、富士通相談役 
大歳  卓麻  日本アイ・ビー・エム会長 
大宅  映子  評論家 
尾崎  純理 弁護士・民間法制局代表 
亀田  俊忠  亀田総合病院名誉理事長 
古賀  伸明  日本労働組合総連合会会長 
古賀  信行  野村證券会長 
佐々木  毅  学習院大学教授 
高橋   進  日本総合研究所副理事長 
森   民夫  全国市長会長 

     （（（（司会進行司会進行司会進行司会進行））））    北川 正恭 協議会代表（早稲田大学大学院教授） 
           須藤  修 協議会主査（東京大学大学院教授） 
           曽根 泰教 協議会幹事（慶應義塾大学大学院教授） 
 

【16 時 50 分】  

アピールアピールアピールアピール採択採択採択採択・・・・閉会閉会閉会閉会    
 
【17 時 00 分－17 時 30 分】  

主催者主催者主催者主催者「「「「記者会見記者会見記者会見記者会見」（」（」（」（閉会後閉会後閉会後閉会後））））    

    
※本シンポジウムの模様は、日本生産性本部のウェブサイト（http://www.jpc-net.jp/）にて、
１２月６日（月）以降視聴することができます。 
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■■■■    キックオフキックオフキックオフキックオフ討論討論討論討論のすすめのすすめのすすめのすすめ方方方方                                                                    
 
        １４１４１４１４：：：：３０３０３０３０～～～～１４１４１４１４：：：：４５４５４５４５    政府方針説明政府方針説明政府方針説明政府方針説明    

報告報告報告報告：：：：峰崎直樹峰崎直樹峰崎直樹峰崎直樹    内閣府参与内閣府参与内閣府参与内閣府参与、、、、政府政府政府政府・・・・与党社会保障改革検討本部事務局長与党社会保障改革検討本部事務局長与党社会保障改革検討本部事務局長与党社会保障改革検討本部事務局長    
※ 政府・与党としての「共通番号」に関する考え方、今後の方針等を伺います。 

   
１４１４１４１４：：：：４５４５４５４５～～～～１５１５１５１５：：：：２０２０２０２０    各党各党各党各党からのからのからのからの見解説明見解説明見解説明見解説明（（（（各各各各７７７７分程度分程度分程度分程度））））    
①①①①    石石石石    破破破破        茂茂茂茂    自民党政調会長自民党政調会長自民党政調会長自民党政調会長    
②②②②    井井井井    上上上上    義義義義    久久久久    公明党幹事長公明党幹事長公明党幹事長公明党幹事長    
③③③③    浅尾浅尾浅尾浅尾    慶一郎慶一郎慶一郎慶一郎    みんなのみんなのみんなのみんなの党政調会長党政調会長党政調会長党政調会長    
④④④④    玄葉玄葉玄葉玄葉    光一郎光一郎光一郎光一郎    国家戦略担当国家戦略担当国家戦略担当国家戦略担当････内閣府特命担当大臣内閣府特命担当大臣内閣府特命担当大臣内閣府特命担当大臣((((新新新新しいしいしいしい公共公共公共公共))))、、、、民主党政調会長民主党政調会長民主党政調会長民主党政調会長    
※ 各党代表者より「共通番号」に関する党としての考え方を伺います。 
※ 政府・与党側からは、各党の見解を踏まえ、追加・補足説明があれば伺います。 

 
    １５１５１５１５：：：：２０２０２０２０～～～～１６１６１６１６：：：：５０５０５０５０    ディスカッションディスカッションディスカッションディスカッション    

※ 政府方針、各党見解を踏まえてディスカッションを行います。司会団による進行の
もと、協議会側登壇者より政府・政党代表者に質問する形式で進行します。 

 

■■■■    想定想定想定想定されるされるされるされる論点論点論点論点                                                    
１．導入の目的 

[理念] 

○なぜいま「共通番号」が必要なのか？どのような社会を目指し、「共通番号」を導入
したいと考えているのか？ 

[経緯] 

○なぜ、これまで「共通番号」は実現できなかったのか？グリーンカードや住基ネッ
トは、何が課題で国民的な合意に至らなかったと考えているか？        

２．制度のあり方 

[活用] 

○「共通番号」を導入して国民生活の利便性を高めるためには、民間から見て使い勝
手のよい「共通番号」が望まれるが、それについては、どのように考えているか？ 

[セキュリティ] 

○多くの国民が自分の情報が漏洩したり、悪用されたりすることに不安を持っている。
国民が安心して「共通番号」を活用するためには、どのような工夫や仕組みが必要
と考えているか？ 

３．国民的合意形成の道筋と課題 

[政党間の合意形成] 

○「共通番号」は新しい国づくりにむけた党派を超えた共通のインフラと考えられる
が、政府与党と各党の国会内外における合意形成に向けてどのような道筋を考えて
いるか？受け皿となる基礎自治体とは、どのような協議を行っていくのか？ 

[国民的合意形成] 

○「共通番号」の導入にむけて国民的な合意形成をはかるためには、どのような工夫
が必要と考えているか？ 

 
        ※※※※    会場内会場内会場内会場内からのごからのごからのごからのご質問質問質問質問はははは予定予定予定予定しておりませんのでしておりませんのでしておりませんのでしておりませんので、、、、予予予予めごめごめごめご了解了解了解了解くださいくださいくださいください。。。。    
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■ 発足発足発足発足趣趣趣趣意意意意書書書書                            
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本が未曾有の高齢社会に突入する中、その備えに残された時間は少ない。雇用、社会保障、医

療、治安・防災など、国民の生活基盤を早急に立て直すとともに、国そして地方の財政を立て直す

道筋をつくり、日本で暮らす全ての人たちが、将来に不安を抱えることなく、安心して生活できる

社会を築く必要がある。その基盤として構築が急がれるのが、生活者起点の「共通番号」である。 

 

実現すべきは、単なる行政の効率化のための「共通番号」、国民に義務を課すための「共通番号」

ではない。年金問題のような過ちを起こさないよう生活者の目線に立ち、日本という国に住む人々

の生活の質の向上、安心・安全の実現、地域の雇用創出に結びつく「共通番号」、国民の権利を守

るための「共通番号」である。官民で活用することにより生活者の利便性を高めるための「共通番

号」、人と人、人と社会の新たな絆をつくるための「共通番号」である。 
 

共通番号は、これまでも様々な形で導入が検討されたが、実現されずに現在に至った。その背景

には、情報管理に対する行政への不信がある。共通番号の実現に向けては、国民が制度づくりに参 

 

 

 

未曾有の高齢社会に突入する中、国民の将来不安を払拭し、安心して生活できるよう
社会のしくみを変える必要がある。その基盤として急がれるのが、「共通番号」である。
国民一人ひとりがその取り扱いを管理・監視できる「共通番号」、生活者の目線に立った
「共通番号」を導入することにより、国民の生活基盤を立て直し、行政のあり方を変え、
持続可能な社会をつくる。 

本協議会は、政府や各政党と協議の場をつくりながら、国民の立場から提言を行ない、
国民主役の共通番号を実現するべく、活動する。同時に、国民各界及び国民各界間の合
意形成役を担う。 
 
目的１：国民の暮らし・生活基盤の立て直し 

－国民の基本的人権や生命・生活を保障するために活用し、国民の将来不安を解消する
社会保障制度や税制の実現に役立て、一人ひとりの生き生きとした暮らしを再生する。 

－地域の共助の再構築に活用し、国民一人ひとりの状況に応じた医療・介護や災害対策
を実現し、地域生活・社会生活の質の向上をはかる。 

 
目的２：行政の立て直し 

－申請主義をなくし、必要な人に必要なサービスを行政から提供できるようにする。ワ
ンストップサービス化など、行政サービスを国民が利用しやすいものにする。 

－行政サービス毎の投資における重複を排し、人や予算を国民が必要な政策に振り向け
る。中央と地方の情報格差を解消し、役割分担を見直し、地域主権の実現を促進する。 

 
目的３：新たな成長戦略への活用 

－プライバシー情報を保護しながら共通番号の利用を民間に開放するしくみを構築し、国
民の利便性を高め、民間の創意工夫を生かした新たなビジネス、新たな雇用を創出する。 



    5555    

 

 

画することが大切である。生活者の目線で政府の提案する制度を検証し、国民が納得できる制度、 

行政の情報管理・運用の透明性を高め、一人ひとりがその取り扱いを管理・監視できる制度にして

いかなければならない。 

 

以上の認識のもと、企業、労働組合、自治体、ＮＰＯ、医療機関、介護・福祉施設、学識者、弁

護士など、様々な分野で活動する人々が、組織や事業の枠を超え結集し、生活者起点の「共通番号」

の実現にむけた国民運動を推進すべく、その中心として本協議会を設置する。 

 

本協議会は、「共通番号」を推進する目的を次の３点におく。 

 

第１は、国民の暮らし・生活基盤の立て直しである。行政が保管する様々な情報を国民の財産と

して守りながら、一方で適切に活用できるしくみを構築し、人々が安全に安心して暮らせる社会づ

くりに役立てる。国民の基本的人権や生命・生活を保障するために活用し、国民の将来不安を解消

する社会保障制度や税制の実現に役立て、一人ひとりの生き生きとした暮らしを再生する。地域の

共助の再構築に活用し、国民一人ひとりの状況に応じた医療・介護や災害対策を実現し、地域生活・

社会生活の質の向上をはかる。 

 

第２は、行政の立て直しである。申請主義をなくし、必要な人に必要なサービスを行政から提供

できるように、行政のあり方を変える。縦割りの弊害を解消し、ワンストップサービス化するなど、

行政サービスを国民が利用しやすいものにする。行政サービス毎の投資における重複を排し、人や

予算を国民が必要としている政策に振り向ける。中央と地方の情報格差を解消し、役割分担を見直

し、地域主権の実現を促進する。 

 

第３は、新たな成長戦略への活用である。個人のプライバシー情報を保護しながら共通番号の利

用を民間に開放するしくみを構築し、国民の利便性を高め、民間の創意工夫を生かした新たなビジ

ネスの創出を促進する。地域に新たな雇用を創出する。 

 

本協議会は、政府や各政党と協議の場をつくりながら、国民の立場から提言を行ない、国政にお

ける改革を国民主役で国民のためのものとするべく、活動する。同時に、国民各界及び国民各界間

の合意形成役を担う。 

 

 本趣旨に賛同する多くの方々のご参加をお願い申し上げる次第である。 

 

 

平成２２年１２月５日 

わたしたち生活者のための「共通番号」推進協議会 
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■■■■    共通番号共通番号共通番号共通番号をめぐるこれまでのをめぐるこれまでのをめぐるこれまでのをめぐるこれまでの経緯経緯経緯経緯                                                        
 
 
昭和５５年 ○所得税法の一部を改正する法案可決（大平内閣）により「「「「グリーンカードグリーンカードグリーンカードグリーンカード」」」」（少額

貯蓄等利用者カード）の導入を決定するが、「海外への資金流出」「プライバシー保

護」などの反対運動により同法は廃止（昭和 60年）。 

平成１４年 ○住基住基住基住基ネットネットネットネット第一次稼動（小泉内閣）、平成 15 年に本格稼動。 

平成２０年 ○年金納付記録問題（安倍内閣）や定額給付金制度（麻生内閣）もきっかけとなり、

政府与野党が番号制度の議論を本格化（「国民の視点からみて、分かりやすく利用

しやすい・・・手続きの簡素化や負担の軽減、必要な事務の効率化のための基盤整

備（社会保障番号社会保障番号社会保障番号社会保障番号・・・・カードカードカードカードの検討等）を進めるべき」社会保障国民会議最終報告（座

長：吉川洋 東京大学大学院教授））、「納税者番号制度納税者番号制度納税者番号制度納税者番号制度の導入に向けて精力的に議論

を行う」（自民党税制改正大綱、公明党も合意した与党税制改正大綱）、「社会保障社会保障社会保障社会保障

給付給付給付給付とととと納税納税納税納税のののの双方双方双方双方にににに利用利用利用利用できるできるできるできる番号制度番号制度番号制度番号制度の早急な導入を進める」（民主党税制抜本

改革アクションプログラム）。 

平成２１年 ○６月、麻生内閣において安心社会実現会議安心社会実現会議安心社会実現会議安心社会実現会議（座長：成田豊 電通最高顧問）が、「「「「安安安安

心保障番号心保障番号心保障番号心保障番号／／／／カードカードカードカード」（」（」（」（社会保障番号社会保障番号社会保障番号社会保障番号／／／／カードカードカードカード））））の導入が検討されてよい」（「安心

と活力の日本へ」）と提言。 

○６月、「骨太の方針 2009」（麻生内閣、6/23 閣議決定）に、「社会保障番号社会保障番号社会保障番号社会保障番号・・・・カードカードカードカード

（（（（仮称仮称仮称仮称））））の導入」と記載。 

○８月、各党の衆議院選マニフェストに記載（民主党民主党民主党民主党「「「「税税税税とととと社会保障制度共通社会保障制度共通社会保障制度共通社会保障制度共通のののの番号番号番号番号

制度制度制度制度をををを導入導入導入導入」」」」、自民党「2011 年度中に社会保障番号・カードの導入」、社民党「総合

課税化、的確な所得把握のための「公平番号制度」の導入」）。 

○１２月、「新成長戦略」（鳩山内閣 12/30 閣議決定）に、「住民票住民票住民票住民票コードコードコードコードとのとのとのとの連携連携連携連携にににに

よるよるよるよる各種番号各種番号各種番号各種番号のののの整備整備整備整備・・・・利用利用利用利用に向けた検討を加速」と記載。 

平成２２年 ○２月、国家戦略室（室長：古川元久内閣府副大臣）「「「「社会保障社会保障社会保障社会保障・・・・税税税税にににに関関関関わるわるわるわる番号制番号制番号制番号制

度度度度にににに関関関関するするするする検討会検討会検討会検討会」」」」検討開始（2/8）。「2011 年中に関連法案成立、2013 年度までに

実施」。６月、中間報告とりまとめ。７月、パブリックコメント募集開始。 

○５月、鳩山内閣においてＩＴＩＴＩＴＩＴ戦略本部戦略本部戦略本部戦略本部「「「「新新新新たなたなたなたな情報通信技術戦略情報通信技術戦略情報通信技術戦略情報通信技術戦略」」」」（5/11 決定）。「2013

年までに国民国民国民国民ＩＤＩＤＩＤＩＤ制度制度制度制度を導入」。 

○６月、「新成長戦略」（菅内閣 6/18 閣議決定）に、「住民票コードとの連携による各種

番号の整備・利用に向けた検討を加速」、「社会保障社会保障社会保障社会保障やややや税税税税のののの番号制度番号制度番号制度番号制度のののの検討検討検討検討とととと整合性整合性整合性整合性をををを

図図図図りつつりつつりつつりつつ、、、、国民国民国民国民ＩＤＩＤＩＤＩＤ制度制度制度制度の導入を検討」と記載。 

○６月、各党の参議院選マニフェストに記載（自民党「納税者番号制度の導入の準備、

社会保障番号･カードを導入」、社民党「総合課税化、的確な所得把握のための「公

平番号制度」の導入」、みんなの党「税、社会保険料を通じた、共通の番号制度「社

会保障番号」を導入」）。 

○８月、１００歳以上の高齢者の所在・生死不明問題の発生。 

○１１月、「政府・与党社会保障改革検討本部」のもとに、「「「「社会保障社会保障社会保障社会保障・・・・税税税税にににに関関関関わるわるわるわる番番番番

号制度号制度号制度号制度にににに関関関関するするするする実務検討会実務検討会実務検討会実務検討会」」」」設置。
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共通番号をめぐる動き 
 

社会 政府 政党 各団体

平成10年
４月、民主党基本政策「納税者番号制を導
入する」

平成14年

８月、住基ネット第
一次稼動（住民票
コード通知開始）
（小泉内閣）

平成15年
１０月、民主党政策集（税及び年金保険料
徴収と年金給付に共通の付番制度を導
入）

平成16年
９月、日本経団連提言「社会保障制度等の
一体的改革に向けて」（社会保障・福祉制
度に共通する個人番号の導入）

平成18年

９月、小泉内閣「骨太の方針2006」（社会保
障番号の導入など社会保障給付の重複調
整という視点からの改革についても検討を
行う）

５月、年金納付記
録問題（安倍内
閣）

６月、安倍晋三首相（当時）「年金や医療、
介護などの給付と負担を一元的に管理す
るための社会保障番号制度の導入に向け
た検討を急ぐ考えを表明」

６月、連合「2008年度 連合の重点政策」
（納税者番号制度の早期導入等により、税
制の所得再分配機能を再構築する）

7月、日本生産性本部提言「ＩＴの活用によ
り全ての国民が恩恵を享受できる社会を目
指して」（国民識別番号制度）

１０月、定額給付
金政策（麻生内
閣、10/30）発表

１１月、社会保障国民会議最終報告（座
長：吉川洋 東京大学大学院教授）（国民の
視点からみて、分かりやすく利用しやす
い・・・手続きの簡素化や負担の軽減、必要
な事務の効率化のための基盤整備（社会
保障番号・カードの検討等）を進めるべき
である）

１２月、自民党税制改正大綱（納税者番号
制度の導入に向けて精力的に議論を行う。
公明党も合意した与党税制改正大綱）

６月、連合「2009年度 連合の重点政策」
（総合課税化をめざし、納税者番号制度の
早期導入をはかる）

１２月、所得税法等の一部を改正する法律
の附則（納税者番号制度の導入を含め、
納税者の利便の向上と課税の適正化を図
る）

１２月、民主党税制抜本改革アクションプロ
グラム（社会保障給付と納税の双方に利用
できる番号制度の早急な導入を進める）

６月、麻生内閣において安心社会実現会
議（座長：成田豊 電通最高顧問）「安心社
会実現会議報告」（安心保障番号（社会保
障番号））

８月、民主党マニフェスト（税と社会保障制
度共通の番号制度を導入）

１月、日本生産性本部提言「IT社会を支え
る認証基盤の確立を目指して」（JAPAN－Ｉ
Ｄ）

６月、麻生内閣「骨太の方針2009」（社会保
障番号・カード（仮称））（6/23閣議決定）

８月、自民党政権公約２００９（2011年度中
に社会保障番号・カードの導入）

６月、連合「2010年度 連合の重点政策」
（納税者番号制度の早期導入をはかる）

１２月、平成２２年度税制改正大綱（鳩山内
閣12/22閣議決定）「社会保障・税共通の
番号制度の導入を進める」

８月、社民党マニフェスト（総合課税化、的
確な所得把握のための「公平番号制度」の
導入）

１０月、日本商工会議所「平成２２年度税制
改正に関する意見」（社会保障番号との一
元化も含めた、納税者番号制度の早期導
入）

１２月、新成長戦略（鳩山内閣12/30閣議
決定）「住民票コードとの連携による各種番
号の整備・利用に向けた検討を加速」

１１月、経済同友会提言「財政健全化に一
歩を踏み出し、持続的な成長につなげよ」
（納税と社会保障受給のための「国民生活
番号（納税者番号）（仮称）」の導入）

８月、１００歳以上
の高齢者の所在・
生死不明問題

２月、国家戦略室（室長：古川元久内閣府
副大臣）「社会保障・税に関わる番号制度
に関する検討会」（2/8開始）、「2011年中に
関連法案成立、2013年度までに実施」、７
月にパブリックコメント実施

６月、自民党マニフェスト（納税者番号制度
の導入の準備、社会保障番号･カードを導
入）

３月、経済同友会提言「ＩＣＴ利活用による
次なる成長のための５つの提言」（国・地方
間で統一された国民ＩＤ・企業ＩＤなどの番
号制度の導入）

５月、鳩山内閣においてＩＴ戦略本部「新た
な情報通信技術戦略」（5/11決定）「2013
年までに国民ＩＤ制度を導入」

６月、社民党マニフェスト（総合課税化、的
確な所得把握のための「公平番号制度」の
導入）

４月、日本経団連提言「豊かで活力ある国
民生活を目指して」（社会保障・税の共通
番号制度の導入による電子行政の推進）

６月、「新成長戦略」（菅内閣6/18閣議決
定）に、「住民票コードとの連携による各種
番号の整備・利用に向けた検討を加速」、
「社会保障や税の番号制度の検討と整合
性を図りつつ、国民ID 制度の導入を検討」

６月、みんなの党アジェンダ（税、社会保険
料を通じた、共通の番号制度「社会保障番
号」を導入）

６月、連合「2011年度 連合の重点政策」
（社会保障・税共通の番号制度の導入）

１１月、「政府・与党社会保障改革検討本
部」のもとに、「社会保障・税に関わる番号
制度に関する実務検討会」設置

７月、日本商工会議所「平成２３年度税制
改正に関する意見」（給付付き税額控除、
年金記録管理の効率化、公正・簡素な納
税・納付体制を構築するためにも、社会保
障と税の共通番号制度の導入を早期に実
現すべき）
７月、国際公共政策研究センター提言「共
通番号制度の早期実現に向けて」

平成22年

平成19年

平成20年

平成21年
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■■■■    わたしたちわたしたちわたしたちわたしたち生活者生活者生活者生活者のためののためののためののための「「「「共通番号共通番号共通番号共通番号」」」」推進協議会推進協議会推進協議会推進協議会とはとはとはとは                
 

 

●本協議会発足の背景 

わが国の社会基盤を再構築し、国民の暮らしを豊かで安心・安全なものとするのみなら
ず、公平な社会の実現、経済社会の新たな成長と活力、わが国民主主義の進化・発展と政
府の質向上のためにも、「共通番号」制度は欠くことのできない基本的なインフラである。 

このような認識に立つ各界有志が発起人となり、主権者である国民や生活者の視点に立
った「共通番号」制度の早期実現に向け、国民的合意形成運動を推進するために、「わた
したち生活者のための『共通番号』推進協議会」（代表：北川正恭・早稲田大学大学院教
授、事務局：公益財団法人日本生産性本部）を立ち上げました。 

 
●本協議会の趣旨・目的  

 下記３点の実現に向け、その基盤となる国民の視点に立った生活者が主役の共通番号の
実現をめざします。 

（１）国民の暮らし・生活基盤の立て直し 
（２）政府・行政の立て直し（中央政府・地方政府を通じた仕事の見直し）  
（３）新しいＩＴ戦略・成長戦略への貢献 

 
●主な活動内容 

生活者が主役の共通番号実現のため、政府や各政党、国民各界及び国民各界間の合意形
成に向けて下記の活動を行います。 
（１）政府や各政党との協議・調整、党派を超えた議論の場の提供 
（２）国民の理解促進に向けたシンポジウム等の開催や広報活動 
（３）国民の利便性を高める共通番号の活用に向けた各種検討、提言活動 

 
●参加者と組織構成 

協議会の参加者は、協議会の趣旨に賛同する企業、労働組合、自治体、ＮＰＯ、医療機関、
教育関係者、学識者などの国民各界各層の有志とします。参加者は幹事と推進委員とし、幹
事は幹事会を構成します。推進委員は協議会が開催する各種活動への参加・協力を行い、運
動の推進役を担います。 
協議会の組織構成は、幹事会と各種部会等とします。幹事会は、協議会の意思決定機関で

あり窓口として政府や政党との協議・調整を行います。各種部会等は、国民の不安を払拭す
る共通番号の実現、国民の利便性を高める共通番号の活用に向けた検討などを行います。 
 
●活動期間 

  本協議会は時限的な組織とし、当初の目標として政府の掲げる共通番号の導入目標であ
る２０１３年度を目途にして活動します。 
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部 会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

幹 事 
氏名５０音順 

幹事（代表） 北川 正恭 早稲田大学大学院教授  
幹事 相澤弥一郎 日本青年会議所会頭 
幹事   麻生  渡 全国知事会長・福岡県知事 
幹事 秋草 直之 日本生産性本部副会長・富士通相談役 
幹事 石原 邦夫 東京海上日動火災保険会長 
幹事 大歳 卓麻 日本アイ・ビー・エム会長 
幹事   大宅 映子 評論家 
幹事 奥  正之 全国銀行協会会長・三井住友銀行頭取 
幹事 尾崎 純理 弁護士・民間法制局代表 
幹事 亀田 俊忠 亀田総合病院名誉理事長 
幹事 古賀 伸明 日本労働組合総連合会会長 
幹事 古賀 信行 野村證券会長 
幹事 佐々木 毅 学習院大学教授 
幹事 曽根 泰教 慶應義塾大学大学院教授 
幹事 高橋  進 日本総合研究所副理事長 
幹事 永井 良三 東京大学大学院教授・元東京大学病院長 
幹事 増田 寛也 元総務大臣・東京大学客員教授 
幹事 三浦  惺 日本電信電話社長 
幹事 森  民夫 全国市長会長・長岡市長 

幹事（主査）   須藤  修 東京大学大学院教授 
 

※平成 22 年 12 月 5 日現在。今後、幹事は増える予定です。 

幹 

事 

会 

国民の暮らし部会 
わたしたちが安心して暮らせる社会づくりや生活の利便性向上に
むけて「共通番号」をどのように活用できるか検討を行う。 

普及推進部会 
国民各界各層に「共通番号」の意義や内容を効果的に伝える方法
や協議会の運動を広めていく活動について検討を行う。 

セキュリティ部会 
わたしたち生活者が「共通番号」を安心して利活用できるよう、
セキュリティの観点から制度やしくみについて検討を行う。 
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■公益財団法人日本生産性本部とは・・・ 

 公益財団法人日本生産性本部は、日本の生産性運動を推進する中核組織として、閣議決

定により 1955 年（昭和 30 年）に民間に設置された財団法人日本生産性本部を前身としま

す。その後、1973 年（昭和 48 年）に産業団体・消費者団体等を中心として民間国会を目

指し設立された社団法人社会経済国民会議と日本生産性本部が 1994 年（平成 4 年）に統合

され財団法人社会経済生産性本部となり、財団法人日本生産性本部に名称を変更した後、

2010 年 3 月より公益財団法人日本生産性本部となりました。 

労・使・学識者の三者構成を特色として、社会全体の生産性向上にむけた調査・研究・

政策提言の発表や普及･啓発のためのシンポジウムの開催等を通して、生産性基盤の整備･

改革のための国民的合意形成づくりを目指して活動しております。 

※ぜひ、当財団のホームページをご覧下さい。  http://www.jpchttp://www.jpchttp://www.jpchttp://www.jpc----net.jpnet.jpnet.jpnet.jp 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■お問合せ先                                   

公益財団法人日本生産性本部 公共政策推進室 
TEL ：03-3409-1182 FAX：03-3406-9732 
MAIL：j-num@jpc-net.jp 
URL ：http://www.jpc-net.jp 


